
平成３０年度私立高等学校等授業料軽減補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、道内に私立高等学校（全日制に限る。）、私立特別支援学校の高等

部及び私立専修学校高等課程（以下「私立高等学校等」という。）を設置している学校

法人（私立学校法（昭和２４年法律２７０号）第３条及び第６４条第４項に規定する法

人をいう。以下「学校法人」という。）が行う私立高等学校等の授業料軽減事業に対し、

予算の範囲内において、補助金を交付することについて、北海道補助金等交付規則（昭

和４７年北海道規則第３４号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（交付の目的）

第２条 この補助金は、経済的理由により修学困難な生徒の教育機会の確保と保護者負担

の軽減を図り、もって私立高等学校等の教育の振興に資することを目的とする。

（補助金の交付の対象事業及び補助事業対象者）

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、学校法人が次

の各号のいずれかに該当する当該私立高等学校等の生徒に対し、授業料（学則により毎

月又は毎年納付すべきこととされている実験実習料、施設拡充費その他施設設備の拡充

・維持のための納付金を含む。以下同じ。）の軽減を行う事業で、補助金の交付の対象

となる者は当該事業を行う学校法人とする。

(1) 第一種

生徒の保護者が、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による道府県民税

の所得割額と市町村民税の所得割額とを合算した額が課されていないこと（当該保護

者と同様の収入状況にあると認められる保護者を含む。）。

(2) 第二種

生徒の保護者が、地方税法の規定による道府県民税の所得割額と市町村民税の所得

割額とを合算した額が８５，５００円未満であること（当該保護者と同様の収入状況

にあると認められる保護者を含む。ただし、前号に掲げる者を除く。）。

（補助事業の実施期間）

第４条 学校法人は、補助事業の対象となることができる事由が年度の途中で発生又は消

滅したときは、次の各号の定めるところにより認定しなければならない。

(1) 年度途中において、授業料を軽減すべき事由が生じたときは、その事実が発生した

日の属する月から開始する。

(2) 年度途中において、授業料を軽減すべき事由が消滅したときは、その事実が消滅し

た日の属する月までとする。

（学校法人の徴する書類）

第５条 学校法人は、第３条の生徒の認定に当たっては、道府県民税所得割額と市町村民

税所得割額とを合算した額が確認できる書類により審査しなければならない。

２ 次に掲げる事由が存する場合は、前項の規定にかかわらず、申請時の収入状況及びそ

の事由の内容を示す書類により、審査しなければならない。

(1) 生徒の保護者が、地震、水害、台風及び冷害等の災害を受けたとき。

(2) 生徒の保護者が死亡し又は心身に著しい障害が生じたとき。

(3) 生徒の保護者が失職したとき。

(4) 生徒の保護者が扶養する者の中に長期の療養を要する者がいるとき。



(5) 前各号に準ずる特別な事情があると特に認められるとき。

（補助金の額）

第６条 補助金の額は、学校法人が生徒に対し、「高等学校等就学支援金の支給に関する

法律」（平成２２年法律第１８号）に基づいて支給される高等学校等就学支援金を差し

引いた授業料の軽減を行った場合に次の各号に定める額の範囲内において、当該軽減を

した額とする。

(1) 第一種の生徒一人当たり月額

６，５００円

ただし、第５条第２項各号に該当し、高等学校等就学支援金の支給に関する法律施

行令（平成２２年４月１日政令第１１２号）第４条第２項第３号に規定する高等学校

等就学支援金が支給されていない期間は、生徒一人当たり月額を７，０００円とする。

(2) 第二種の生徒一人当たり月額

７，０００円

（授業料軽減に関する規程）

第７条 補助事業を行う学校法人は、授業料軽減事業に関する規程を制定しなければなら

ない。

（補助金の交付申請等）

第８条 学校法人は、補助金の交付を受けようとするときは、「北海道補助金等交付規

則」（昭和４７年４月１日規則第３０号）第３条の規定に基づき行う告示の定めるとこ

ろにより、別に定める日までに補助金等交付申請書（総務第１号様式（平成２５年度北

海道告示第10329-8号で定める告示様式。以下総務部様式について同じ。））に次の各号

に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。

(1) 事業計画書（総務第２号様式）

(2) 補助金等交付申請額算出調書（総務第６号様式）

(3) 経費の配分調書（総務第７号様式）

(4) 事業予算書（総務第８号様式）

(5) 資金収支計画書（総務第１９号様式）

２ 学校法人は、補助金の交付決定後において補助事業の内容について変更しようとする

ときは、補助事業等変更承認申請書（総務第９号様式）に前項の各号に掲げる書類を添

えて知事に提出し、承認を受けなければならない。

３ 学校法人は、補助事業が完了したときは、速かに補助事業等実績報告書（総務第１６

号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。

(1) 事業実績書（総務第２号様式）

(2) 補助金等精算書（総務第１７号様式）

(3) 事業精算書（総務第１８号様式）

４ 補助金等交付申請書及び補助事業等実績報告書を提出する際には、併せて、次に掲

げる書類を添付するものとする。

(1) 別記第１号様式（付表を含む。）

(2) 別記第２号様式

（交付の条件）

第９条 補助事業対象者に補助金を交付する場合は、「補助金等に係る標準様式の設定に

ついて（昭和４７年９月２０日付け局総第453号副出納長通達）」第１号様式に定める交

付の条件を付するものとする。



附 則

（経過措置）

「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」（平成２２年法律第１８号）附則第

２条第２項に該当する生徒は、第３条第１項第２号及び第６条の規定については、

「平成２５年度私立高等学校授業料軽減補助金交付要綱」の規定を適用するものとす

る。

附 則

（専修学校高等課程）

専修学校高等課程については、平成２７年４月１日以降に当該学校の第１学年に入

学する者から適用する。


